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従来の静止衛星

準天頂衛星

準天頂衛星システムとは準天頂衛星システムとは

サービスエリアの天頂付近に、常に少なくとも１機の衛星が存在することにより、建物等による
電波の遮蔽が少なく、100％に近い割合でサービスエリアをカバーすることができることから、高
品質な移動体データ通信や放送、測位などが可能となるシステム

建物に電波が遮断されることなく、衛星からの直接受信が可能

×
建物等により衛星か
らの電波が遮断

×
通　信 放　送

営業サポート

防　犯

遠隔医療

遠隔地との会議

測　位

消　防

宅配便

ＩＴＳ

高速移動中

警　察

期待される利用イメージ例

災害対策

約6.1兆円の市場創出
約1.7万人の雇用創出
(サービス開始後12年間)
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期待される市場規模

○準天頂衛星システムの構築により、宇宙関連産業(宇宙通信機器、通信、放送、自動車
など)の競争力向上が見込まれる。
サービス開始後 ：５年間で約1．7兆円の市場創出、５年目で約1．1万人の雇用創出
　　　　　　　　　：12年間で約6．1兆円の市場創出、12年目で約1．7万人の雇用創出
　　　　　　　　　　が見込まれる　　　(新衛星ビジネス研究会試算)

従業員1人あたり売上高　（百万円/1999年）

民生用電気機器：76.8、電子機器部品：59.0

情報サービス：38.1、通信：24.2

準天頂衛星による雇用創出効果　(人）準天頂衛星の市場創出効果　(億円/年）

情報サービス：準天頂衛星事業者が提供する通信サービスを利用して
コンシューマ向けに情報を提供する事業者

GIS（地理情報システム）：企業・政府にGIS関連システムを提供する事
業者、GISでは準天頂衛星の通信機能と測位機能を複合的に利用する
ため、準天頂衛星の実現により創出される市場とみなした
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①テレマテックス

自動車向け情報提供、地図配信、緊急時通報、リモート診断、盗難防止

②リアシートアプリケーション

楽曲配信、オリジナル放送、地上放送再送信

③ＰＤＡ向けアプリケーション

ＰＤＡ地図提供、地図配信、現在位置通知、緊急時通報、楽曲配信、地上放送再送信

④航空機・船舶向けアプリケーション

小型船舶向け情報提供、緊急通報インフラ、定置網センサ、救命ボート用通信機

⑤業務用アプリケーション

配送指示、緊急通報、運行管理、コンテナ管理、リモートメンテナンス、屋外機器の管理、送電
線の断線チェック、測量

⑥公共アプリケーション

道路交通情報提供、災害時の警報、規制情報配信、事故・災害時等の緊急通報、山間部の
ヘリコプター通信、電光掲示板のデータ配信、パーキングメータによる交通流入量制御、無人飛
行船の遠隔操縦(領海監視等)、巨大地震時のインフラ瞬間停止への代替、野生動物用トレー
サ、火山モニタ、遠隔地インフラ監視、河川水位モニタ、大気汚染・環境モニタ、道路管理業務
用無線、警察業務用無線、消防・防災用無線、遠隔医療、防衛活動用無線、海上保安活
動用無線、気象情報の収集・提供

準天頂衛星の強みが活かせるアプリケーション例
参照：新衛星ビジネス研究会報告書より



5

測位適用例①　ＧＰＳ補正データの送信

衛星通信事業者

準天頂衛星

測位対象数
1025万台
（12年目）

通信負荷

　600ｋbps

D-GPS補正情報等

GPS衛星

時間情報等

第一種通信第一種通信事業者事業者

GPS補正データ提供事業者

カーナビメーカ

トランスポンダ利用料

ロイヤリティ

D-GPSカーナビ向け補正データ提供サービスの概念図

衛星通信事業者

準天頂衛星

測量士
5000人

通信負荷

　600ｋbps

D-GPS補正情報等

GPS衛星

時間情報等

第一種通信第一種通信事業者事業者

GPS補正データ提供事業者

サービス料

GPS測量装置向け補正データ提供サービスの概念図

トランスポンダ利用料
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準天頂衛星を利用する測位システムは、既存の測位システムに対して高精度測位のカバー率が向上するとい
う利点を持つため、GISへの利用が期待される。

2016年時点で、5000億円/年強の市場創出効果が見込まれる。

各業種におけるモバイルワーカの業務形態を念頭におき、準天頂衛星システムの強みが発揮される業種とシステムに
ユーザを絞り、準天頂衛星システムが利用される可能性があるGISの市場規模を推定した。

出所）　国土空間データ基盤推進協議会,2001年

GIS市場規模予測

公共については消防・防災、道路管理など準天頂衛星シス
テムに適したアプリケーションが多い

官公庁）5年間で100％の団体に準天頂衛星システムが普及

自治体）5年目・10年目にそれぞれ16%、50%の自治体に普及
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民間業務 公共 カーナビ

携帯端末 パーソナルGIS

（導入対象となる業種）　建設、電気・ガス、運輸・通信（導入対象となる業種）　建設、電気・ガス、運輸・通信、卸・小売飲食、金
融・保険、不動産、サービス

（導入対象となるシステム）自社資源管理、出店・拠点立地計画、配車・
配送・営業担当者支援　

（導入対象となるシステム）配車・配送・営業担当者支援　

準天頂衛星が利用されるGISの市場規模予測

億円/年

測位適用例②　ＧＩＳ関連アプリケーション
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移動体通信適用例①　地図配信サービス

地図の改訂時に地図の更新情報を、車載HDDにダウンロードするサービス

衛星通信事業者

[顧客]　
地図配信事業者

定期的に地図の更新情
報を同報配信
（暗号化技術等を利用し
て利用者管理を実施）

サービス利用者

￥

第第11種通信事業種通信事業

コンテンツ
プロバイダ

コンテンツ

情報の流れ
金の流れ

￥

課金・決済・ユーザ管理

カーナビメーカ
車載情報端末を供給

フォーマット開示

準天頂衛星

物の流れ

車載情報端末
（準天頂Module搭載）

利用者数

144万人（サービス5年目）
512万人（サービス12年目）

通信負荷

下り：10Mbps/社

サービスに必要な伝
送容量10Mbps

（参考）地上波デジタル放送
23Mbps

￥
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準天頂衛星システムに関する検討経緯

日本経団連＊ 政　府 議員連盟産業界(その他)

2001年12月
日本航空宇宙工業会が「次世代時
間・位置情報利用システムに関する
委員会」を設置(企業、大学、公的
研究機関、関係省庁が参加)
⇒米国ＧＰＳの日本版の構築に向
けた検討を実施

2002年１月
宇宙関連企業、ユーザ企業等による
「新衛星ビジネス研究会」が発足
⇒準天頂衛星システムの構築に向
けた具体的な検討(研究開発項目、
ビジネス化等)を実施

2001年７月
経団連宇宙開発利用推進会議にお
いて提言「宇宙利用フロンティの拡大
に向けたグランド・ストラテジー」を策定
⇒準天頂衛星システムの開発着手を
提言(99年、2000年にも提言)

2002年６月

新衛星ビジネス研究会が最終報告
書「準天頂衛星システムの開発・利
用の促進に向けて」を策定 2002年７月４日

自民党に次世代衛星システム推
進議員連盟(代表：額賀福志郎・
衆院議員)が発足
⇒次世代衛星システム(準天頂
衛星)の導入を強力に推進

2002年７月15日
宇宙開発利用推進会議の下に、「準
天頂衛星システム推進検討会」を設
置(座長：高橋 日本経団連環境･技
術本部長；委員は宇宙関連産業、ユー
ザー企業など約７０社)。
⇒産業界における準天頂衛星システ
ムの開発利用の推進及び事業化に
向けた検討を開始

＊宇宙開発利用推進会議(会長：谷口一
郎三菱電機会長)会員68社)において検討

2002年６月

日本航空宇宙工業会が「次世代時
間・位置情報利用システムに関する
委員会」が報告書を策定

2002年６月
関係省庁(総務省、文科省、経産
省、国交省)、公的研究機関、産
業界他からなる「準天頂衛星ｼｽﾃ
ﾑ開発・利用推進協議会」を設置
⇒準天頂衛星システムの開発・実
証・民間による早期事業展開の促
進に向けた官民による具体的な検
討を開始

2002年６月
総合科学技術会議宇宙開発利
用専門調査会報告書とりまとめ
⇒産官連携の下の準天頂衛星シ
ステムの開発・整備の推進を明示

2002年10月予定
企画会社(「新衛星ビジネス株式会
社」)の設立(事業化検討、体制構
築、研究開発計画等)

2002年８月
関連各省による平成15年度概算
要求

結
集

実現を働き掛け
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準天頂衛星システムに関する官民の役割分担

＊「準天頂衛星システム開発・利用推進協議会」における官民の合意事項をもとに作成

必要な技術開発は支援

公共性、公益性の観点から国の役
割を引き続き検討

官民の利用方策の検討測　位

通　信 必要な技術開発は支援事業化リスクを全て負うミ
ッ
シ
ョ
ン

基本的役割 技術開発及び軌道上実証事業化

官民

民間における今後の検討課題
～準天頂衛星システム開発・利用推進協議会における議論より～

具体的な技術開発項目及びそれを踏まえた実証衛星の機数、仕様及び開発スケジュール

システム全体の官民役割分担

測位ミッションについて、国の高精度測位サービスに対するニーズ発掘、民によるビジネスシー
ズ開拓(利用者の拡大方策の検討)　⇒準天頂衛星システム開発・利用推進協議会利用
ＷＧにおいて検討

新会社において、事業性について検討し、適切な時期に事業化のあり方を判断
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○2002年７月15日(月)発足

○産業界における準天頂衛星システムの開発利用の推進及び事業化に向けた情報交換の場

○委員企業(日本経団連宇宙開発利用推進会議会員企業が中心。ユーザ企業各社他)

　　ｱｲ･ｴｲﾁ･ｱｲ･ｴｱﾛｽﾍﾟｰｽ 、アジア航測、東海運、石川島播磨重工業、伊藤忠商事、イン
ターネットイニシアティブ、ウェザーニューズ、宇宙開発事業団、宇宙技術開発、宇宙通信、ＮＴ
スペース、ＮＴＴデータ、オリックス、川崎重工業、ｷｰｳｪｱｿﾘｭｰｼｮﾝｽﾞ、極東貿易、ＫＤＤＩ、国
際協力銀行、小松製作所、三洋電機、島津製作所、清水建設、昭文社、ＪＳＡＴ、ＪＥＰＩＣ
Ｏ、昭和飛行機工業、新日鐵ｿﾘｭｰｼｮﾝｽﾞ、住友商事、セイコーインスツルメンツ、ｾｲｺｰｴﾌﾟｿﾝ、
セコム、ｾﾞﾝﾘﾝﾃﾞｰﾀｺﾑ、ソニー、ソラン、竹中工務店、(財)ﾃﾚｺﾑｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞｾﾝﾀｰ、デンソー、
東京海上火災保険、東京電力、東京放送、トプコン、トヨタ自動車、ニッセイ同和損保、日
経放送メディア、日本緊急通報サービス、(社)日本航空宇宙工業会、日本航空電子工業、
日本電信電話、日本放送協会、日本無線、日本油脂、間組、パスコ、日立製作所、フジテ
レビジョン、富士重工業、富士通、古野電気、松下電器産業、みずほコーポレート銀行、三
井住友海上火災保険、三井物産、三菱商事、三菱重工業、三菱ｽﾍﾟｰｽｿﾌﾄｳｴｱ、三菱電
機、三菱プレシジョン、有人宇宙システム、横浜ゴム、(財)リモートセンシング技術センター、ロケッ
トシステム　計７２社(９月１８日現在)

○第１回会合(７月15日(月))　産業界(新衛星ビジネス研究会、日本航空宇宙工業会)の検
討の成果についてヒアリング

○第２回会合(８月８日(木))　関係省庁より政府の取り組みについてヒアリング

○2002年７月15日(月)発足

○産業界における準天頂衛星システムの開発利用の推進及び事業化に向けた情報交換の場

○委員企業(日本経団連宇宙開発利用推進会議会員企業が中心。ユーザ企業各社他)

　　ｱｲ･ｴｲﾁ･ｱｲ･ｴｱﾛｽﾍﾟｰｽ 、アジア航測、東海運、石川島播磨重工業、伊藤忠商事、イン
ターネットイニシアティブ、ウェザーニューズ、宇宙開発事業団、宇宙技術開発、宇宙通信、ＮＴ
スペース、ＮＴＴデータ、オリックス、川崎重工業、ｷｰｳｪｱｿﾘｭｰｼｮﾝｽﾞ、極東貿易、ＫＤＤＩ、国
際協力銀行、小松製作所、三洋電機、島津製作所、清水建設、昭文社、ＪＳＡＴ、ＪＥＰＩＣ
Ｏ、昭和飛行機工業、新日鐵ｿﾘｭｰｼｮﾝｽﾞ、住友商事、セイコーインスツルメンツ、ｾｲｺｰｴﾌﾟｿﾝ、
セコム、ｾﾞﾝﾘﾝﾃﾞｰﾀｺﾑ、ソニー、ソラン、竹中工務店、(財)ﾃﾚｺﾑｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞｾﾝﾀｰ、デンソー、
東京海上火災保険、東京電力、東京放送、トプコン、トヨタ自動車、ニッセイ同和損保、日
経放送メディア、日本緊急通報サービス、(社)日本航空宇宙工業会、日本航空電子工業、
日本電信電話、日本放送協会、日本無線、日本油脂、間組、パスコ、日立製作所、フジテ
レビジョン、富士重工業、富士通、古野電気、松下電器産業、みずほコーポレート銀行、三
井住友海上火災保険、三井物産、三菱商事、三菱重工業、三菱ｽﾍﾟｰｽｿﾌﾄｳｴｱ、三菱電
機、三菱プレシジョン、有人宇宙システム、横浜ゴム、(財)リモートセンシング技術センター、ロケッ
トシステム　計７２社(９月１８日現在)

○第１回会合(７月15日(月))　産業界(新衛星ビジネス研究会、日本航空宇宙工業会)の検
討の成果についてヒアリング

○第２回会合(８月８日(木))　関係省庁より政府の取り組みについてヒアリング

日本経団連「準天頂衛星システム推進検討会」
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　○設立時期　２００２年１０月２９日

　○業務内容　①準天頂衛星システムを利用した事業の検討と推進

　　　　　　　　　②準天頂衛星システムに係る委託研究開発等の実施

　○所在地　　東京都千代田区　　　　　○資本金　　１億円

　○発起人　　三菱電機、日立製作所　他

　○出資会社　発起人　及びユーザー企業

　○2004年度に事業化判断を行なう予定

新衛星ビジネス株式会社の組織及び職掌(案)

社長

副社長／常務監査役

業務統括本部 市場開拓本部 事業企画本部 技術開発本部

総務、経理、調達手
続、業務管理等に関
する業務

官民ユーザ開拓、
事業推進に関する
業務及び官公庁
契約に対応する
業務

事業企画・計画、
ビジネスモデル検討、
サービス検討及び
周波数調整等に
関する業務

システム検討、
設計等に関する
業務

新衛星ビジネス株式会社の概要(予定)
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新衛星ビジネス㈱の位置付け(案）

経済産業省

文部科学省

国土交通省

総務省

新
衛
星
ビ
ジ
ネ
ス
㈱

民間企業

民間企業（株主）

委託

出資/経営研究・開発

事業内容 ●準天頂システムを利用した事業の検討と推進

●準天頂システムに係る委託研究開発等の実施

発注

　　準天頂衛星システム　　
　　　　　利用省庁

公共利用

準天頂衛星システム

ユーザー企業

民間利用サービス提供

開発/調達

他関係機関

他関係機関

他関係機関

他関係機関

サービス提供

成果

発注
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民間

政府

Ｆｙ２１
(Fy2009) 

～

Ｆｙ２０
(Fy2008)

Ｆｙ１９
(Fy2007)

Ｆｙ１８
(Fy2006)

Ｆｙ１７
(Fy2005)

Ｆｙ１６
(Fy2004)

Ｆｙ１５
(Fy2003)

Ｆｙ１４
(Fy2002)

開発
・

実証

ｻｰﾋﾞｽ
利用

事業
主体

ｻｰﾋﾞｽ
利用

初期運用
実証実験

サービス
提供

サービス
提供

行政サービス
(ｱﾝｶｰﾃﾅﾝﾄ利用)

・ﾋﾞｼﾞﾈｽ
　ﾓﾃﾞﾙ
　検討他

ｻｰﾋﾞｽ開始
民
間
研
究
会

準天頂衛星ｼｽﾃﾑ開発・利用推進協議会

開
発
・利
用
に
関
す
る
調
査
研
究

公共サービス用インフラ構築・保守

・軌道・周波数帯域確保の為の国際調整
・GPS技術共用化の為の日米協力
・関連法制度整備

民間サービス

①円滑なｼｽﾃﾑ開発・実証の実施

②民間による早期事業展開の促進

実証システム構築

準天頂衛星システム事業スケジュール（案）

↑
事
業
化
判
断

要素技術　研究・開発

日本経団連　準天頂衛星システム推進検討会

以　上

(研究フェーズ)

・研究開発等の実施

・事業の検討と推進

新衛星ビジネス㈱
(システム構築フェーズ)

↑
打
上
げ

（民
間
希
望
）


